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効果的な保健指導のための人材と
研修の在り方

効果的な保健指導のための人材と
研修の在り方

あいち健康の森健康科学総合センター

津下 一代

あいち健康の森健康科学総合センター

津下 一代

2016.05.23 13:30～1５:00

健診結果の理解＝自分の体の中で起こっている変化を理解

心のうごき
気づき

行動目標設定

実行支援
評価・励まし

習慣形成

Positive  feedback

あっ！そうか！(納得）
やらないとまずいな！（危機感）

↓
何からはじめますか？

できた！（自信・達成感）
体調がいいな！（感覚）

行動変容

食生活
運動・身体活動
改善のノウハウ
社会資源の情報

環境

健診結果
説明

保健指導

継続支援
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保健事業を評価するための指標

肥満度、体重
BW, BMI 腹囲

糖代謝指標：
FPG、HbA1c

脂質代謝指標：
ﾄﾘｸﾞﾘｾﾗｲﾄﾞ、LDL、

HDL肝機能検査：
AST,ALT、γ‐GTP

MetS判定

歩数

運動習慣

食事摂取

食行動

生活習慣の変化 データの変化

健康づくりに関す
る知識の向上
自己管理に

対する意欲

QOL

保健指導

医療費

理解・意欲の変化

特定健診、特定保健指導の戦略
しくみ︓法制度化・実施主体（財源・責任）の明確化

既存のインフラ（健診、マンパワー）活⽤
健診項⽬の標準化、集約可能なデータ構造

効果を⾼める⼯夫︓
対象者選定（メタボリックシンドローム）
標準的な保健指導プログラム
研修体系、研修プログラム

評価システムの構築
National Data Baseへの集約
評価WG常設、NDB活⽤法の検討
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基本的に求められる姿勢
社会貢献のマインド、職業に対する真摯な態度、社会人としての振る舞い

医学的知識
運動・栄養等の知識

制度についての理解と活用

面接技法
マネジメント能力

評価と改善

保健指導の専門的知識と技術

保健指導者に必要とされる能力

研究の背景と目的

特定保健指導は実施率のみならず、
効果を上げることが求められている。

保健指導効果には保健指導者格差、
保健指導機関格差が指摘されている。

⇒人材の育成手法の開発が必要

保健指導者研修の課題を分析し、
必要とされるスキルや、スキル獲得の
ための研修手法を提案する。
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標準的な健診・保健指導プログラム（改訂版）及び
健康づくりのための身体活動基準 2013 に基づく

保健事業の研修手法と評価に関する研究

平成27年度循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策実用化研究事業

研究者名 所属研究機関 研究項目

津下 一代
（研究者代表）

あいち健康の森 健康科学総合センター 保健事業の研修手法開発と評価

横山 徹爾 国立保健医療科学院 PDCAサイクルを回した研修の在り方

杉田 由加里 国立大学法人 千葉大学大学院 研修課題の分析・評価

林 芙美
学校法人香川栄養学園 女子栄養大学

食生活に関する保健指導の
スキル評価と弱点克服武見 ゆかり

宮地 元彦 国立健康・栄養研究所 身体活動基準2013の普及と専門家研修

中村 正和 地域医療振興協会 ヘルスプロモーション研究センター 禁煙支援に関する指導者教育と評価

真栄里 仁 国立病院機構 久里浜医療センター アルコールに関する指導者教育と評価

和田 高士 学校法人慈恵会 東京慈恵会医科大学

保健指導機関、研修機関等における
保健指導スキル評価と研修の在り方

村本 あき子 あいち健康の森 健康科学総合センター

武藤 繁貴 社会福祉法人 聖隷健康診断センター

加藤 公則 国立大学法人 新潟大学

六路 恵子 全国健康保険協会

・保健指導スキル評価基準の提案
・各職責に応じた必要とされるコンピテンシーの整理
・健診・保健指導の研修ガイドライン改訂に向けた提案

２. 研修会についての調査
・研修会の課題抽出
・企画者向け調査
・講師向け調査

・保健指導者スキル評価
・研修会参加者の学習法等
・保健指導の効果と体制

１. ニーズ・デマンドの整理

３. 研修⼿法の開発
・講師向け研修会コアスライド
・演習⽤ビデオ、ワークブック
・企画者・講師向けワークショップ
・⾝体活動基準2013

アクティブガイド

研究の概要

４．研修の効果検証

・重点プログラム

・ e ラーニング
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標
準
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価
に
基
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い
て
見
直
し
、
次
年
度
計
画
を
立
て
る

どの段階で
どんな能力が必要なのか？

何が足りないのか？

⇒研修ニーズ

保健指導者プログラムと必要とされる能⼒は︖

・調査の実施
対 象：特定保健指導研修会（基礎編、計画・評価編）受講者、

日本人間ドック学会：健診情報管理指導士・食生活改善指導士

回答方法：研修会開始前に書面回答、

健診情報管理指導士の一部はオンライン回答

習得度を 1（低い）・2（やや低い）・3（やや高い）・4（高い）の

4段階で自己評価。

・調査結果の分析
＜基礎編：n=1,873＞
１．習得度の上位・下位項目（①全体 ②職種別）

２．保健指導経験年数別の習得度差（保健師）

３．通常と強化プログラムの習得度変化比較（保健師：「禁煙」「節酒」）

＜計画・評価編：n=565＞
１．習得度の上位・下位項目（①全体 ②職種別）

２．保健指導経験年数別の習得度差（保健師）

１．ニーズ把握
保健指導力についての自己評価調査

10
（村本、津下、他）
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特定健診・保健指導研修会調査票（基礎編） 質問項目

11

1 保健指導の目的と支援スケジュールについて説明できる

2 行動変容ステージ、ライフスタイル等から対象者のアセスメント
ができる

3 健診結果等から身体変化やリスク及び生活習慣との関連が
説明できる

4 生活習慣について、対象者の生活状況や背景を踏まえて何か
ら改善することが可能か対象者とともに考えることができる

5 対象者の上位目標を把握し、健康観を尊重しつつ前向きな
自己決定を促す支援ができる

6 グループダイナミクスを活かした集団的支援（グループワーク
等）ができる

7 面談や電話、メール等を活用して継続的なフォローアップが
できる

8
勤務形態や家庭・職場の環境などが生活習慣に影響していた
り、家族や職場の協力が得られない対象者に対して、困難さを
軽減させて自己決定を促す支援ができる

9
行動変容ステージが無関心期の人に対して、適切な対応がで
きる（例えば、目標設定まで至らなくても、食事や身体活動、喫
煙・飲酒と生活習慣病の関連について意識づけを行うなど）

10 2年連続して特定保健指導の対象となった者に対して、指導の
方法や内容を見直して支援できる

11 食事摂取基準、関連学会ガイドラインの食事療法について
理解し、その根拠について説明できる

12 食行動と食事量をアセスメントする方法の違いを理解し、保健
指導の中で、適切な方法を用いることができる

13 代謝の調整とエネルギー・栄養素、食品との関連が説明
できる

14 対象者の健康課題と生活習慣に合わせて、食生活の多様な
取り組みの具体策を提案することができる

15 設定した食行動の目標を実行すれば、どの程度の減量効果を
期待できるか、エネルギー量に換算して示すことができる

16 運動生理学としての体力測定・評価等について説明できる

17 身体活動・運動と生活習慣病の関連が説明できる

18 身体活動・運動の量についてアセスメントし、対象者に合った
支援ができる

19 運動に関するリスクマネジメントができる

20 ロコモティブシンドロームに配慮した保健指導ができる

21 運動習慣が継続するためのスポーツセンターや、禁煙外来等
の社会資源を紹介できる

22 たばこと生活習慣病の関連が説明できる

23 「禁煙支援マニュアル（第二版）」に基づき、短時間支援（ＡＢＲ
方式）ができる

24 「禁煙支援マニュアル（第二版）」に基づき、標準的支援（ＡＢＣ
方式）ができる

25 職場や家庭等における受動喫煙防止等禁煙環境の改善に
ついて、相談に乗ることができる

26 アルコールと生活習慣病の関連が説明できる

27 問題飲酒のスクリーニングテスト（AUDIT）を使って、適正飲酒
の支援（ブリーフインターベンション）ができる

28 保健指導の評価から、保健指導方法の改善ができる

29 科学的根拠に基づき、対象者の理解に合わせた効果的な
学習教材を選定でき、活用できる

対
応
困
難
例

食
事

身
体
活
動

禁
煙

節
酒

食
事

基礎編：1－① 習得度の上位・下位項目（全体、n=1,873）

習得度の低い項目

1 問題飲酒のスクリーニングテスト（AUDIT）を使って、適正飲酒支援ができる ：85.4

2 「禁煙支援マニュアル（第二版）」に基づき、標準的支援（ABC方式）ができる ：83.3

3 「禁煙支援マニュアル（第二版）」に基づき、短時間支援（ABR方式）ができる ：83.0

4 グループダイナミクスを活かした集団的支援（グループワーク等）ができる ：80.5

5 運動生理学としての体力測定・評価等について説明できる ：77.8

習得度の高い項目

1 健診結果等から身体変化やリスク及び生活習慣との関連が説明できる ：70.7

2 生活習慣について、対象者の生活状況や背景を踏まえて何から改善することが
可能か対象者とともに考えることができる

：69.3

3 たばこと生活習慣病の関連が説明できる ：62.8

4 アルコールと生活習慣病の関連が説明できる ：61.6

5 保健指導の目的と支援スケジュールについて説明できる ：59.6

12

習得度の高い項目は「4:高い」あるいは「3：やや高い」と回答した者の割合の合計、
習得度の低い項目は「1：低い」あるいは「2：やや低い」と回答した者の割合の合計とした。

(％)

(％)

節酒・禁煙の具体的支援、集団的支援、運動生理学に関する項目の習得度が低い。
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基礎編：1‐② 習得度の上位・下位項目（職種別）

医師 1 たばこと生活習慣病の関連が説明できる ：84.4
(n=388) 2 健診結果等から身体変化やリスク及び生活習慣との関連が説明できる ：81.2

3 アルコールと生活習慣病の関連が説明できる ：79.6
保健師 1 生活習慣について、何から改善することが可能か対象者とともに考えることができる ：72.7
(n=771) 2 健診結果等から身体変化やリスク及び生活習慣との関連が説明できる ：72.5

3 保健指導の目的と支援スケジュールについて説明できる ：71.0

管理栄養士 1 設定した食行動の目標を実行すれば、どの程度の減量効果を期待できるか、
エネルギー量に換算して示すことができる

：75.3

(n=444) 2 生活習慣について、何から改善することが可能か対象者とともに考えることができる ：73.8

3 対象者の健康課題と生活習慣に合わせて、食生活の多様な取り組みの具体策を
提案することができる

：71.9

13

医師 1 問題飲酒のスクリーニングテスト（AUDIT)を使って、適正飲酒支援ができる ：78.0
(n=388) 2 グループダイナミクスを活かした集団的支援（グループワーク等）ができる ：77.1

3 面談や電話、メール等を活用して継続的なフォローアップができる ：73.3
保健師 1 問題飲酒のスクリーニングテスト（AUDIT)を使って、適正飲酒支援ができる ：87.9
(n=771) 2 「禁煙支援マニュアル（第二版）」に基づき、標準的支援（ＡＢＣ方式）ができる ：85.5

3 「禁煙支援マニュアル（第二版）」に基づき、短時間支援（ＡＢＲ方式）ができる ：85.3
管理栄養士 1 「禁煙支援マニュアル（第二版）」に基づき、短時間支援（ＡＢＲ方式）ができる ：91.1
(n=444) 2 「禁煙支援マニュアル（第二版）」に基づき、標準的支援（ＡＢＣ方式）ができる ：91.0

3 問題飲酒のスクリーニングテスト（AUDIT)を使って、適正飲酒支援ができる ：86.5

習得度の高い項目

習得度の低い項目 (％)

(％)

4年未満群（n=254） 4年以上群（n=350）

基礎編：2 保健指導経験年数別の習得度差（保健師）
習得度が高い人の割合の比較

14

χ2検定。欠損値は項目ごとにのぞいて解析。

全項目で経験年数が長い群において習得度が高いと回答した人の割合が高く、群間有意差がみられた。

目的とスケジュール

対象者アセスメント

健診結果と生活習慣

何から改善するか

前向きな自己決定

集団的支援

継続支援

困難事例、自己決定

無関心期

2年連続

食事摂取基準

食行動と食事量ｱｾｽﾒﾝﾄ

代謝調整とｴﾈﾙｷﾞｰ

食生活の具体策

食行動目標、減量効果

運動生理学

身体活動と生活習慣病

身体活動量ｱｾｽﾒﾝﾄ

運動リスクマネジメント

ﾛｺﾓ配慮した保健指導

社会資源

たばこと生活習慣病

ABR方式

ABC方式

禁煙環境の改善

酒と生活習慣病

AUDITの活用

評価から方法改善

学習教材の選定

<0.001

<0.001
<0.001
<0.001
<0.001
<0.001
<0.001
<0.001

<0.001
<0.001
0.002
<0.001
<0.001

<0.001
<0.001
<0.001
<0.001
<0.001
<0.001
<0.001
<0.001
<0.001
<0.001
<0.001
<0.001
<0.001
<0.001
<0.001

<0.001

54.4 
38.5 

51.8 
52.0 

41.0 
8.0 

42.2 
22.2 
25.4 

18.4 
10.4 
15.0 
13.5 

29.4 
35.3 

6.8 
36.1 

24.9 
16.3 
15.6 

26.3 
47.6 

6.8 
5.9 

18.1 
38.0 

7.5 
20.4 
17.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

82.1 
80.1 

87.5 
89.2 

76.5 
27.1 

75.5 
49.4 
50.8 
53.8 

33.8 
41.4 
41.3 

62.4 
65.2 

23.6 
70.2 

57.3 
45.3 

39.4 
56.1 

80.5 
20.0 
19.9 

42.7 
77.7 

15.7 
50.4 
50.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
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計画・評価編： 習得度の上位・下位項目（全体、n=565）

1 スポーツセンターや禁煙外来等の社会資源を活用した実施体制を構築することができる ：85.7

2 費用対効果や最終評価から、事業全体の評価を行うことができる ：83.7

3 対象者の評価から、企画段階やプログラムの評価を行うことができる（プロセス評価） ：81.1

4 集団全体において、健康課題を分析することができる ：79.4

1 標準的な健診・保健指導プログラム【改訂版】の内容を理解できている ：31.7

2 対象者の評価から、保健指導方法を改善することができる ：26.6

3 保健事業におけるＰＤＣＡサイクルを使うことができる ：26.0

4 健康課題から事業計画を立てることができる ：23.1

習得度の高い項目

習得度の低い項目

15

習得度の高い項目は「4:高い」あるいは「3：やや高い」と回答した者の割合の合計、
習得度の低い項目は「1：低い」あるいは「2：やや低い」と回答した者の割合の合計とした。

(％)

(％)

・基礎編に比較して全般的に習得度が低い。
・保健指導に社会資源を活用する視点、集団や事業全体の分析・評価について習得度が低い。

26.4

24.4

19.4

21.3

24.8

15.0

13.1

21.3

13.8

47.6

41.6

35.7

38.0

44.0

29.7

20.1

28.4

16.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

改訂版の理解（p<0.001）

ＰＤＣＡサイクル（p=0.001）

集団全体の健康課題分析

（p=0.001）

健康課題から事業計画（p=0.001）

対象者評価から方法改善（p<0.001）

プロセス評価（p=0.001）

事業全体評価（p=0.084）

評価結果を改善に（p=0.127)

社会資源の活用（p=0.509）

3年未満(n=160)

計画・評価編の習得度（経験年数別）

１．ニーズ・デマンドの整理（調査票によるスキル評価）
・職種や経験年数別の得意項目・苦手項目があきらかとなった
・計画・評価編は経験年数に関わらず自己評価が低い傾向にあった
・自己評価や研修評価が可能なスキルチェックシートを作成した。
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保健指導スキルアンケート実施
保健指導実践者 29名を対象

（自己評価）

1.自己・客観評価の関連を検討
2.アウトカム指標の関連を検討

他機関の専門家3名による
ビデオ検証からスキルを採点

（客観評価）

相関 項目

正の相関 10（リピーター）

13（栄養）

17、18、19（運動）

24（禁煙）

負の相関 1（概要）

体
重
減
少

大

小‐1.5
‐1

‐0.5
0

0.5
1

1.5
2

2.5
3

3.5

1 3 5 8 10 12 14 17 19 22 24 26 29

**

1.自己と客観評価には一定の相関あり

2.アウトカムとの関連の強さは客観＞自己

1.ニーズ・デマンドの整理（自己評価と客観評価の関連）

保健指導場面のビデオ撮影

各⽴場に求められるコンピテンシーシート作成
①比較的経験の浅い保健指導者向け（保健指導経験年数1～2年程度対象）

②経験豊富な保健指導者 向け【技術編】（保健指導経験年数3年以上対象）

③経験豊富な保健指導者向け【計画・評価編】
（保健指導経験年数3年以上もしくはチーフの職責にある者対象）

④運営責任者向け（事務職等）

⑤人材育成・研修会の運営担当者向け

『健診・保健指導の研修ガイドライン改訂に関する
アドバイザリーワークショップ』を開催

健診・保健指導の研修ガイドライン改訂に向けた提案
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1 特定健診・保健指導の理念・目的を理解している

2 保健指導対象者の選定と階層化の手法を説明できる

3 保健指導プログラムの具体的な内容についてわかりやすく説明できる

4 保健指導技術向上につながる自己学習（知識習得・情報収集）に努めている

5 保健指導に関する研修会等に参加している

6 社会人として必要とされるコミュニケーション能力を有している

習得が求められる知識や指導技術

重要度高い

重要度 低い

①特定健診・
保健指導の理念

⑯関心度やステージに
合わせた教材選択

習
得
度
低
い

習
得
度
高
い

業務遂行能力チェックリストの整理により、
各立場で求められるスキルの獲得の

目標を明確にする

業務遂行能力チェックリスト
【初任者（保健指導
経験年数1～2年目）対象】
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業務遂行能力
チェックリスト
【中級以上
（保健指導経験
年数3年以上）対象】

‐1.2

‐1

‐0.8

‐0.6

‐0.4

‐0.2

0

H23 H24 H23 H24

体重の平均値の変化

男性 女性

‐1.6

‐1.4

‐1.2

‐1

‐0.8

‐0.6

‐0.4

‐0.2

0

H23 H24 H23 H24

腹囲の平均値の変化

男性 女性

協会けんぽ 積極的支援による評価指標の推移

【分析内容】 Ｈ23年度に特定健診の結果、特定保健指導の対象と判断された者
のうち、特定保健指導終了者、中断者、未利用者について、Ｈ24年度の検査
データとの差を27項目について比較した。

【分析結果】 27項目のうち男24項目、女21項目において、6ヶ月支援終了者が翌
年の検査データ等の改善が最も大きく、次いで中断者、未利用者の順であった。

男性 ； 終了者49,683人、中断者57,115人、未利用者390,373人
女性 ； 終了者33,108人、中断者5,109人、未利用者3,248人

●未利用者 ■中断者 ▲6 ヶ月支援終了者 六路
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・特定保健指導の効果は、改善度の高い支部から低い支部まで
大きな支部間差がある。

・体重の平均値の変化は、最大‐1.9㎏から最小‐0.6㎏まで
大きな差がある。

-2.5

-2

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

未利用 <180 pt. ≧180 pt.
(平均)

（支部）

値は年齢調整平均値±標準誤差

全
国
計

≧180pt 40,000人
＜180pt 57,000人
未利用 390,000人

－1.9kg

－0.6kg

体重の年齢調整平均値の変化（男40～64歳）【積極的支援】

保健指導効果の支部間差

OJT（On‐the‐Job Training）とは
• OJTとは、日々の仕事を通じて、その仕事に必要な

ノウハウやスキルを習得させる能力開発手法。

• ＯＪＴでは、まだ本人が十分な仕事を行うだけの能
力がないにもかかわらず仕事をさせてみて、その場
で必要な指導をするなどの方法が取られる。従って、
周囲の協力（環境整備や趣旨の理解など）が不可
欠となる。

• ＯＪＴは業務に直接つながり、将来安定的に発揮で
きる能力の開発にもなるという大きなメリットもある。
教育・指導を担当する者は、その効果が表れるまで
はある程度我慢して待つ必要がある。

出典：MBA用語集. グロービス・マネジメント・スクール
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方法
１．調査方法

• 平成26年11月から平成27年1月、協会けんぽの保健指導に
直接関与しない外部の研究者2名が10支部保健師への個別

インタビューと、契約保健師へのフォーカス・グループインタ
ビューを実施した。

• インタビュー時間は個別が約40分、グループ約90分。

• 調査場所は、参加者が発言を躊躇しないよう、プライバシー
が確保された個室とした。また、インタビュー中は参加者の
名前代わりに番号を用い、記録に名前が表出しないよう配
慮した。

• インタビューに先立ち、属性や保健指導（契約保健師のみ）
に関する無記名の自記式質問紙調査を実施した。

• 研究実施に際しては、あいち健康の森健康科学総合センタ
ーの倫理審査会にて事前に承認を得た。

林、武見

研修体制（ＯＪＴ）の実情や課題

方法
2．対象者

• インタビューの対象とする支部の選定は、平成23年度の特定

保健指導6か月評価実施率（以下、「実施率」とする。）、メタボ

リックシンドローム改善率（以下、「改善率」とする。）、及び保健

師等１人稼働１日あたり6か月評価人数（以下、「稼働率」とす

る。）の3指標を参照した。各支部への調査協力の依頼は、協

会けんぽ本部が行った。

3. 分析方法

• 10支部を以下の3パターンに区分：

・パターン1： 上位支部 （4支部）

・パターン2： 実績向上支部（5支部）

・パターン3： 低調している支部（1支部）
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方法

３．インタビュー調査内容

・ 個別インタビュー

1）特定健診・特定保健指導、全般の課題について

2）特定保健指導に係る人材育成について

3）特定保健指導の支部内での位置づけ、保健指導者
のモチベーションについて

4）事業主との連携について

• フォーカス・グループインタビュー

1）個人の保健指導スキルについて

2）支部の体制について（取り組みや研修体制）

3）事業所へのアプローチについて

•研修内容のマンネリ化

•モチベーションアップが図

れない

•支部と現場の意見が一致

しない

•集まる場が少ない

•外部研修の機会が少ない

•支部保健師の資質の差

【課題】 【Action Plan】

•外部研修に関する情報・
機会の提供/合同研修

•現場のニーズを取り入れ
る，支部方針を共有する

•グループ討議・発表、
ケース検討会を導入

•定期的に話しあう場を設
ける, 双方向のコミュニ
ケーション
•内勤や同伴勤務の増加

人材マネジメントに関する
コンピテンシーの検討
•人材マネジメント能力・
リーダーシップの強化
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自己学習
振り返り

関連本を読む

ＯＪＴ

事例検討会

勉強会

カンファレンス

教材研究

プログラム評価

接遇

データ分析

日常業務

学会等の復命 ロールプレイ

外部研修 学会・研究会

参加新しい情報
弱点強化

モチベーション

発表
新しい情報
外部との交流

保健指導力向上のためのしくみ

業務遂行能力
チェックリスト
【保健指導チームの
リーダー的立場に
ある専門職】

1 日本再興戦略、健康日本21、日本健康会議等、生活習慣病対策に関する最新情報を習得している

2 保険者のデータヘルス計画を把握し、特定保健指導、重症化予防等保健事業の位置づけを理解している

3 特定保健指導の実施率や改善率について、目標と現状を把握している

4 他保険者・機関等の実施報告等の情報を収集し、よりよい方法についてチームで検討している

5 ハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチの相乗効果をねらった事業計画を考えられる

6 運営担当者とともに、本年度（もしくは3年間等）の保健事業達成目標を明確にできる

7 対象集団の特性に合わせた保健指導プログラムが作成できる（初回・継続支援の方法、ポイント）

8 上記プログラムの実施にかかる人材、教材・ツール・会場等を運営担当者に伝え、必要に応じて調整できる

9 最新の保健指導ツールについての情報を積極的に収集・活用している

10 事業全体のスケジュール管理ができる

11 ねらいとする保健指導対象者を効率的に募集する方法を提案し、募集のための体制づくりができる

12 医療機関との連携がスムーズにいくよう、顔の見える関係を築いている

13 保健指導実施者の技能を実際の指導場面等から評価することができる

14 所属内で指導技術の維持・向上に向けたOJTと外部研修参加を計画できる

15 事例カンファレンスを定期的に開催している

16 医師・専門家に相談できる体制を作っている

17 自機関だけで達成できないことを明らかにし、他機関等（アウトソーシング機関等）との連携を行っている

18 他機関との連携の際、それぞれの役割と責任、必要な個人情報の種類等について運営担当者と相談し、契約に盛り込むことができる

19 対象集団について、アウトプット評価（参加率・終了率）、アウトカム評価（満足度、行動変容ステージ、生活習慣、検査値等の変化）ができる

20 評価結果に基づき、チームで改善策を検討し、マニュアル・教材等の改善、人材養成・配置につなげることができる

21 評価結果をビジュアル化し、成果を報告できる。また課題を明らかにし、改善策を提案できる（プレゼン能力）

22 費用対効果の観点から、外部機関と連携・活用するなど　より効率的な方法を提案できる

23 保健指導非参加群のデータ分析をおこない、保健指導実施群との比較ができる

24 効果分析をデータヘルス計画の評価へと還元することができる

25 ハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチの相乗効果を狙う事業等のモニタングとその結果を踏まえた事業改善ができる

評
価

保健事業の評価と、
その結果を

今後の運営につなげる能力

獲得目標 習得が求められる知識や指導技術

事
前
準
備
お
よ
び
実
施
に
関
す
る
内
容

保健事業の
企画・運営のために

必要な能力

　よりよい保健指導を行うために必要な情報の整理と計画

　プログラム実施に係る業務マネジメント

　チームビルディングのための能力

　他機関との連携・体制づくり
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事務担当者への研修

• 特定保健指導の円滑な実施にあたっては、
契約等の事務手続きの円滑化、外部委託機
関との協力体制、個人情報の取り扱い、事業
評価、人材確保についての知識が不可欠で
ある。そこで保健師等専門職種だけでなく事
務担当者も含めた研修を実施していくことが
求められる。また、医療保険者の事業運営担
当者では、健診・レセプト等各種データの活
用や、保険者機能、データヘルス計画等との
関連も重要である。

業務遂行能力
チェックリスト
【特定保健指導
事業の運営責任者
（事務職等）】
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都道府県レベル研修の課題に関する調査

• 調査対象者

都道府県及び都道府県国保連合会にて研修を立案、

実施している担当者、計94名

• 記名自記式の調査を実施（平成25年11～12月）

• 有効回答数84件（89.4%）

都道府県45件（95.7％）、国保連39件（83.0％）

• 調査項目

• 特定健診・保健指導等の保健事業に関する研修の立案方法
と研修の内容

• 研修の評価方法

• 研修の立案・運営における課題に関する自由記述

（杉田、横山、津下）

２．研修会についての調査

研修を立案する時の方法

34

（複数回答）

所属部署

内の職員

で立案

共催機関

と一緒に

立案

外部団体

へ委託

外部のアド

バイザー

を活用

その他

都道府県（ｎ＝43） 14 24 6 0 3

国保連（ｎ＝39） 20 16 0 3 9

研修直後

のアンケー

ト調査

研修の前後

にアンケート
を実施し習得

度を比較

フォローアッ

プアンケート

を実施

評価して
いない

その他

都道府県（ｎ＝43） 26 10 3 0 1

国保連　（ｎ＝39） 31 7 0 0 1

研修の評価方法
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研修の内容

35

都道府県
（ｎ＝43）

国保連
（ｎ＝39）

1.保健指導スキルの向上 30 25

2.特定健診・保健指導に関する知識の習得 25 20

3.データ分析に関する知識・スキルの習得 9 15

4.保健事業の評価に関する知識の習得 2 7

5.医療費の適正化に関する知識の習得 2 3

6.PDCAサイクルにもとづく事業運営に関する知識の習得 1 3

7.健康づくり政策に関する情報提供・共有 1 2

8.健診受診勧奨に関する知識・スキルの習得 1 1

9.保健指導の質評価の方法の習得 1 0

10.保健指導プログラムの実施・評価方法の習得 1 0

11.国保関連事務に関する情報提供 1 0

研修の立案・運営に関する課題

36

都道府県

（ｎ＝43）

国保連

（ｎ＝39）

1.グループワークのテーマ設定、演習のやり方など研修内容と、内容

に見合った講師の選定に困難感を感じる 4 11

2.知識・実践レベルに格差が生じている受講者の現状に見合った研修

を企画するのが難しい 10 5

3.地域と職域、事務職と技術職では研修へのニーズが異なり、合同の

研修ではニーズにマッチした研修内容に苦慮している
8 5

4.研修の立案にかかるアドバイザーがいない 1 0
5.保険者の研修へのニーズ把握が不十分である 3 6
6.研修を実施する上で必要な関連情報を収集するようにしているが十

分であるか不安である
1 1

7.研修の評価（前後評価やフォローアップ評価）が実施できていない 3 6
8.研修立案能力を修得できる研修が少なく、担当者の力量によって実

施しているので差が出ている
2 5

9.研修内容について保険者協議会とさらに連携していく必要がある 4 0
10.研修内容や実施方法など、県との連携の必要性を感じる 0 3
11.異動後すぐに研修を立案するため、日程的にも厳しく、また内容を

十分に理解しているか不安である
3 0

12.効果的な研修を実施する上で予算の確保が難しい 7 0
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研修会講師に対するアンケート調査

45.0%

25.7%

34.9%

79.8%

4.6%

国の資料

国立医療科学院の資料

過去の資料

オリジナルで作成

その他

研修会資料
(n = 109)

55.0%

4.6%

27.5%

13.8%

33.0%

20.2%

0.9%

5.5%

研修会担当者

伝達講習

以前からの関係

他の講師からの推薦

所属機関への依頼

他の研修会での評判

わからない

その他

講師の依頼経緯
(n = 109) (n = 109)

32.1%

80.7%

36.7%

32.1%

44.0%

過去の研修実施状況

対象者の属性

参加者の要望

研修の中での位置づけ

内容調整

事前打ち合わせの内容

２．研修会についての調査

資料はオリジナルが多く、標準化されていない、
打ち合わせが不十分等、企画者との調整不足が指摘された。

研修会講師を担当するにあたり、
気づいた点や改善した方がよいと思われること

準備・企画段階

フィードバック

対象者に合わせた対応

コンテンツ その他

・担当者の認識と参加者のニーズとが
一致していないといい研修につながり
にくい。

・事前に参加者からの質問内容があると
準備の参考になる。

・課題やニーズ、主旨説明がないうちに
日程調整されること。

・複数の職種を同じ研修会で話を進めて
いくことに難しさを感じる。

・ 参 加 者 の 視 点 に 立 っ て 、
各講義内容が一貫していることが重要。

・専門職の中には予算等についてあまり
理解されていないことが多々ある。各種
事業を進めていくためには、事務職員
としての視点も重要。

・参加者の力量・技量は、研修だけでは
把握しづらいため、必ずロールプレイや
健診結果から指導内容の確認をする。

・症例の検討が必要。個別のケースに対応
するためのポイントを教授する必要がある。

・多量飲酒者への飲酒指導の話をしても、
質問はアルコール依存症への介入が
多く、目的とのギャップを感じる事がある。

・身体活動の講義は、実技を行うことも
少なくなく、少しでも広い場所が必要で
あり、舞台があることが望ましい。

・担当する時間内に収めきれないニーズが
ある依頼に対し、それにもかかわらず、
フィードバックがない場合や優先順位を
尋ねても『全て』と言われる場合に改善の
必要性を感じる。

・講師のためのスキルアップ研修が必要。

・「保健指導はコーチングで行うもの」と
思い込んでいる保健指導従事者が多い。

・継続した講習や研修に参加し、スキル
アップする必要があるが、一度でも実施
すると、それで良いかのように誤解
される危険がある。

・ よ り 良 い 支 援者を 増 や す た め には 、
定 期 的 な ス キ ル ア ッ プ ＆ チ ェ ッ ク を
システム化するなどの方策が必要では。
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•

•

•

特定保健指導における

+10の実践を支援する
今より10分多くからだを動かす（+10する）

ことで、少しづつですが内臓脂肪を減らす
ことが出来ます。+10の実践支援は保健

指導における身体活動支援の第一歩で
す。

健康寿命 をのばすため、+10を！

ふだんから元気にからだを動かすことで、
メタボリックシンドロームを予防・改善し、

糖尿病、心臓病、脳卒中などの生活習慣病
リスクを下げることができます。

特定保健指導の対象となった方々には、
今より10分多くからだを動かすことから

始めていただくとよいでしょう。

※1 「健康寿命」をのばす
健康日本21（第二次）では、健康寿命の延伸を大きな目

標としています。この実現のため、健康を損なう原因であ
る生活習慣病や心身の機能低下を防げるよう、多くの
方々が元気にからだを動かすことを支援する役割が、保
健指導者に求められています。

※1

メッツ 活動内容 10分間のエネルギー消費量
体重70kg 体重80kg 体重90kg

1.8 立位（会話）、皿洗い 9kcal 11kcal 12kcal
2.0 料理や食材の準備、洗濯、洗車 12kcal 13kcal 15kcal
2.3 ガーデニング、動物の世話 15kcal 17kcal 20kcal
2.5 植物への水やり、動物の世話 18kcal 20kcal 23kcal
2.8 ゆっくり歩行、動物と遊ぶ（軽度） 21kcal 24kcal 27kcal
3.0 普通歩行、子どもの世話 23kcal 27kcal 30kcal
3.3 掃除機をかける 27kcal 31kcal 35kcal
3.5 階段を降りる、風呂掃除、草むしり 29kcal 33kcal 38kcal
4.0 自転車に乗る、ゆっくり階段を上る 35kcal 40kcal 45kcal
5.0 かなり速歩、屋外で動物と遊ぶ 47kcal 53kcal 60kcal
6.0 スコップで雪かきをする 58kcal 67kcal 75kcal

※安静時代謝を除いたもの。生活活動のメッツ表

メッツ 活動内容 10分間のエネルギー消費量
体重70kg 体重80kg 体重90kg

2.3 ストレッチ 15kcal 17kcal 20kcal
2.5 ヨガ、ビリヤード 18kcal 20kcal 23kcal
2.8 座って行うラジオ体操 21kcal 24kcal 27kcal
3.0 ボウリング、社交ダンス、ピラティス 23kcal 27kcal 30kcal
3.5 軽い筋トレ、軽い体操、ゴルフ 29kcal 33kcal 38kcal
4.0 ラジオ体操第1、卓球、パワーヨガ 35kcal 40kcal 45kcal
4.5 ラジオ体操第2、水中歩行 41kcal 47kcal 53kcal
5.0 かなり速歩、野球、ソフトボール 47kcal 53kcal 60kcal
5.3 アクアビクス、スキー 50kcal 57kcal 65kcal
6.0 ゆっくりジョギング・水泳、強い筋トレ 58kcal 67kcal 75kcal

※安静時代謝を除いたも
の。

運動のメッツ表

エネルギー計算に基いた
具体的な目標を設定する

何をどれだけ行えば、どの程度エネルギーを消費する
のか、科学的で説得力のある目標設定が不可欠です。

安全対策は必ず行う

身体活動や運動の減量効果は明確ですが、やり過ぎ
や誤った実施は事故のもとです。安全対策につい
て、必ず情報提供してください。

情報提供したかチェック
□強度（きついと感じない程度）や時間は少しずつ増や

すこと。
□準備運動や整理運動の重要性と方法。
□有病者や足腰に痛みがある方は、医師や健康運動

指導士に相談すること。
□暑い時や寒い時、体調の悪い時は無理をしないこと。

職場、地域、家庭など環境を
考慮に入れてアドバイスする

地域で

職場で

人々と

対象者がお住いの地域の次の
ような地域資源を紹介します。
・散歩に適した歩道
・サイクリングを楽しめる自転車

レーン
・公園
・運動施設
・スポーツイベント

地域活動やボランティアに参
加することで活動的になり有
益であることをお伝えします。

活動的な移動を推奨し、
自転車や公共交通機関
での通勤を推奨します。

職場の地理や環境、職場の
空間や施設を活用した身体
活動の可能性を検討する。

デスクワークによる座位行
動を少なくする、頻繁に中断
することも有効です。

福利厚生によるスポーツ奨
励事業や保健事業などの
サービスを紹介します。

誰かと一緒に何かを行うこと
で、身体活動量を増やせるこ
とをお伝えします。
たとえば、
・家族と
・職場や地域の人々と
・サークルやグループ、ボラン

ティア活動の仲間と電話や
メールだけでなく、顔を合わせ
たコミュニケーションで、から
だを動かすことを提案します。

このリーフレットは、厚生労働科学研究費補助金「標準的な健診・保健指導プログラム（改
訂版）及び健康づくりのための身体活動基準2013に基づく保健事業の研修手法と評価に関す
る研究」により作成したものです。
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このままで
は健康を損
なうおそれ
があります。
+10すること

を考えてい
ただけるよ
う、受容と共
感を第一に
心がけま
す。

目標達成ま
で、あと少し
です。無理
なくできそう
な+10を始

めていただ
けるよう、励
まします。

目標を達成
しています。
黄色信号が
出始めた健
康状態を守
るため、+10
で生活をよ
りアクティブ
にしていた
だきます。

からだを動か
すことは十分
できていま
す。食事内容
に気をつけて
いただくととも
に、+10するこ

ととその効果
を、周囲に広
めてもらいま
す。

無関心期または関心期の方々です。対象者のお話を傾
聴し、共感して、「このままでよいのか」「どのようなこと
ならできそうか」など、考えていただくだけでも一歩前進
です。

とてもお忙しいのですね。
でも、このままのペースで

続けていけますか？

共感する

励ます

無理なくできることは
ないか、一緒に

考えていきましょうね

賞賛する

準備期の方々です。応援があれば行動に移せるので、
負担感の少ない身体活動を提案して、毎日の暮らしの
中で実践していただけるように励まします。

実行期の方々です。ぜひ賞賛してください。そして、健
康状態を回復し、維持していただけるよう、さらに+10し
て活動的な日々を送ることを勧めましょう。

素晴らしいですね！
この調子で

続けていきましょう

リーダーになってもらう

維持期の方々で、健康づくりを周囲に広めていただく大
切なステークホルダーです。+10することの心地よさや、
その効果を、人々に伝える役割を担っていただきます。

ぜひ+10を
広めてください！

仲間ができたら、
もっと楽しくなりますね

共感す
る

励ます
賞賛す
る

標準的な質問票によ
る身体活動チェック

身体活動状況と行動変容レベル
を把握する

実現可能性と効果のバランスを考えて
+10する方法を一緒に考える

1日の中で+10できるチャンスは、たくさんあります。
実践していただくためには、+10の効果をお伝えする
ことも大切です。

働き盛りの男性
（体重80kg）の場合

子育て中の女性
（体重70kg）の場合

ストレッチ、散歩、ラジオ体操

こまめに歩
く、

階段を使う

散歩、食事に
出かける

テレビを見ながら
筋トレやストレッチ

料理、洗濯、
掃除

風呂掃除、料理、
皿洗い

植物への水や
り、歩いて買い

物

散歩、運動施設に通う、
テレビを見ながら筋トレやストレッチ

軽い体操をする

広い歩幅で歩
く、

階段を使う

1日にどのくらい+10できるでしょうか？
普通歩行を+10するだけでも、

1年で、これだけの減量効果が期待できます。
さらに食事内容を見直すことが、

減量への近道です。

+10はまとまっている必要はありません。
5分が2回でも、1分が10回でも良いのです。
1日の中で少しずつ活動を蓄積できます。

9,733kcal、1.4kg 8,516kcal、1.2kg

20時

6時

12時

リーダーに
なってもらう

+10はでも効果があるんです。
頑張ってみませんか？

個人＆グループワーク

発表・解説
・グループ内の意見を発表

・介入の6要素(FRAMES)
に

基づいた、ビデオ映像

による保健指導の流れや

ポイントを解説

・減酒支援のポイント整理

①個人ワーク
介入の様子から気づいたことを列挙
・良かった点
・改善点
・2つの介入の相違点

②グループワーク
個人ワークをグループ内で意見交換、
情報共有し、シートに整理する

ビデオ投影

悪い介入例

良い介入例

３. 研修手法の開発（演習ビデオ教材）
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■保健指導機関格差の是正に向け、OJTや自己学習の
ためのツールとして、過去に研修会で実施した
症例検討における保健指導例をとりまとめた。

３.研修手法の開発（事例学習用ワークブックの作成）

事例の理解

【行動目標の設定】
○目標体重
○食事の行動計画
○運動の行動計画

2施設所属の保健指導者が
指導案を執筆

【事前情報から読み取れること】
○症例の課題
○栄養に関するポイント
○運動に関するポイント
○働きかけのアイデア
○留意ポイント

校正担当が
指導案を確認

【運動指導】
宮地

【食生活指導】
林

【喫煙指導】
中村

【飲酒指導】
真栄里

最終校正
和田、津下

54.1 61.8
80.3 73.3

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

強化 通常

たばこと生活習慣病（重点プログラム）

p<0.001p<0.001

1.5倍 1.2倍

（%）

53.8 57.8
78.8

59.8

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

強化 通常

p<0.001 p=0.774

酒と生活習慣病の関連（重点プログラム）

1.5倍 1.0倍

（%）

19.6 17.6

56.9
40.8

0

20

40

60

80

100

強化 通常

食事摂取基準（重点プログラム）

p<0.001

2.9倍 2.3倍

p<0.001

（%）

禁煙治療・支援に対する自信

・重点プログラムでは通常に比較して、より大きな習得度向上効果がみられた。
・eラーニング学習後には自信度等の向上がみられた。

４. 研修（重点プログラム、eラーニング）の効果検証
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研修の評価（共通的な事項）

①研修実施体制（ストラクチャー評価）

・研修実施機関の中で、主たる担当者を中心と
して組織内でチーム形成ができたか

・組織外の関係者と連携・調整し、当該研修の
果たすべき役割を明確化できたか

・目的達成のために必要な予算、機材等を得ら
れたか

②準備過程の評価（プロセス評価）

・社会情勢や研修対象者層のニーズを把握できたか

・ニーズにあった企画ができたか

・自己学習、OJTと外部研修などの方法を組み合わせて考えたか

・研修の目的を明確にし、参加者数等の目標をたてられたか

・目的にあったプログラム構成となったか

・講師との調整はできたか。講師からの積極的な提案があったか

・演習は、参加者の実践ニーズに対応できているか

・演習の流れ・時間配分について、参加者にわかりやすい手順を

示せるか、・演習の予行練習を実施したか

・アンケート等の評価について準備できたか

・予算、収支を意識した企画ができたか
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③研修会参加状況の評価（主としてアウトプット評価）

・研修の対象者として意識した参加者が予定数参加したか

・地域、職種、経験年数別の参加状況等、詳細な分析により、目的
とした参加者層が参加したか

・参加者は熱心に聴講したか、参加者は熱心に演習に参加したか

・参加者からの技術的な質問に対し、適切に対応できたか

・研修会の運営はスムーズであったか

（研修会後評価：アンケート等）

・受講者のニーズに応える研修であったか

・目的に合った研修の内容であったか（講師選定、教材等）

・受講者の意欲・知識・技術の変化がみられたか

・受講者の行動に変化がみられたか（フォローアップ調査）

・研修の課題を明確にし、次回の研修会に活かせるか

④アウトカム評価

・研修会参加者の保健指導能力、業務遂行能
力等、必要とされる能力が高まったか

・人材育成、研修会の必要性が認識され、参加
者が増えたか

・研修会の企画・運営を通じ、地域の生活習慣
病予防における連携体制が強化されたか

・特定保健指導をはじめとする保健事業が地域
で効率的・効果的に実施されているか
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都道府県等地域のレベルの研修に求められること

地域における保健指導を担う人材養成の場として、初任者や保
健指導従事者に対する実践的な研修、事業運営に関する具体的
な手順・評価に関する研修が求められている。

〇本制度のしくみと評価に関する研修を実施する場合には、国
の研修に参加するかもしくは国の研修受講者より直接支援を受
けるなどして、正確な情報を収集に努めなければならない。

〇研修の企画にあたっては、市町村の国保担当課、衛生部門だ
けでなく、被用者保険との共同実施を視野に入れて、健保組合、
協会けんぽ等の保険者や保健指導機関等の意見を取り入れるこ
とも重要である。地域における研修の機会を有効活用すること、
必要な事項を重複なく実施できるよう調整する必要がある。

〇地域の大学や研究所など、研修企画に対する専門的な立場か
らの助言や、研修の講師派遣、研修後の市町村等フォローに協
力してくれる可能性がある機関について、日ごろから情報収集を
行い、関係づくりを行う必要がある。

〇生活習慣病対策推進において健康日本21担当と特定保健
指導担当の連携がとれていることが重要であり、研修の機会を
通して共通の目標を意識することや共通に活用できる社会資
源・関係者についての情報共有をおこなう。また特定保健指導
以外の保健事業の位置づけを整理することも重要。

〇コアスライド、演習ビデオを活用し、地元大学と連携して実施
することで、研修の標準化と講師旅費等の費用軽減を図ること
ができる。このような地元大学との連携により、健康増進計画
の推進における連携につながることも期待される。

〇研修企画者が対象者ニーズに合わせたきめの細かな対応
ができるよう、国のレベルの研修会に参加し研修企画について
学ぶことが重要である。

〇次年度の予算化の時期には過去の研修評価を反映した企
画を提案し、たえず対象者ニーズと社会情勢を捉えた研修企画
につなげていく必要がある。
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職能団体（医師会、看護協会、栄養士会等）

• 職種によって苦手・得意と自己評価している
分野に違いがあることが示されたため、他分
野の専門家を研修講師として招き、弱点補強
を行うなどして、専門職種の特徴を把握した
工夫が必要である。

• ・専門職種は個人に対する保健指導技術だ
けでなく、チームとしての効果を上げるために
、各専門職種がどのような役割を果たすとよ
いのかを考えることも重要である。教材作成・
選択、困難事例への対応など強みを発揮で
きるところを意識することも重要である。

業務遂行能力
チェックリスト
【人材育成・研修会
の企画・運営担当者】
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有益性

危機感

行動のきっかけ
応援

行動変容

困難さ
痛み、不安

メリット

デメリット

モチベーションを上げるためには？

54

糖尿病が疑われる者等を対象として、ホテル、旅館などの宿泊施設や地元観光資源等を
活用して、医師・保健師・管理栄養士・健康運動指導士等の多職種が連携して提供する
新たな保健指導プログラム
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愛知県蒲郡市

鹿児島県伊仙町

沖縄県伊平屋村

山形県上山市

新潟県妙高市

熊本県菊池市

ウェルコンサル株式会社

社会医療法人財団 董仙会

地域医療機能推進機構
（ＪＣＨＯ）

医療法人 今村クリニック 大和ハウス工業健康保険組合

大分県竹田市

リソル生命の森株式会社

株式会社ベネフィットワン・ヘルスケア

(公財)愛知県健康づくり振興事業団

(公財)ＳＢＳ静岡健康増進センター

全国土木建築国民健康保険組合

パナソニック健康保険組合

サンスター株式会社

・・・自治体

・・・保健指導機関

・・・健保

・・・医療機関

愛知県蒲郡市

(公社)日本理学療法士協会

医療法人社団 勝木会

ローソン健康保険組合

社会福祉法人 聖隷福祉事業団

全国23試行事業の実施状況

データ登録状況
2016年1月末現在

参加群 812例
対照群 3,610例
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0.4 

61.7 

10.4

46.4

55.6

13.0

11.1

10.6

22.5

28.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参加

後

参加

前

1.関心は無い 2．興味はあるが難しい

3．今すぐ実行したい 4．改善を実行して6か月未満である

5．改善を実行して6ヶ月以上である

0.8 

3.8 

12.8

49.2

70.2

25.7

8.2

7.2

8.1

14.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参加後

参加前

1.関心は無い 2．興味はあるが難しい

3．今すぐ実行したい 4．改善を実行して6か月未満である

5．改善を実行して6ヶ月以上である n=795 n=791

食・運動習慣改善意欲と自信度の変化（宿泊前後の比較）
食習慣改善意欲 運動習慣改善意欲

やってみよう！やってみよう！

58.7

75.5

0
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40
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参加前 参加後

56.6
69.5

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

参加前 参加後

n=779

(%)

* *
定期的な運動を行っていく自信健康な食事をとっていく自信

n=796 

できそう！ できそう！

paired t‐test*p<0.05 2015年12月27日現在

3‐⑦

(%)

*** ***

McNemar検定 ***p<0.001
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最終報告会 事前ヒアリングの結果

73.9 

69.6 

73.9 

17.4 

30.4 

17.4 

8.7 

8.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

様式Aによる進捗管理

研究班資料の提供

研修会、HP、情報共有

■研究班からの支援について

役に立った 改善点あり 分かりにくい

91.3  8.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■他の保健事業への波及効果

良い影響 変わらない

65.2  21.7  13.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■次年度事業化の予定

実施予定 補助金あれば 実施しない

まとめ：効果的な研修のために
研修の目的を明確にすること
〇 参加者ニーズにあわせた研修が必要
〇 制度開始当初は情報提供が中心であったが、

現在は保健指導スキルの向上が求められている。
〇 職責に求められるコンピテンシーを意識した研修が必要。

保健指導スキルチェックシートの活用
〇 ニーズ把握、研修企画に役立てるとともに、

研修の評価に活用してほしい。

OJT（On-the-Job Training）までつながる研修体系
〇 外部研修だけでなく、自己学習やOJTが重要。
〇 そのためのガイドライン、教材の提供をおこなった。

外部研修では地域の講師の活用
〇 地域の講師と研修企画者が継続的に協力することで、地域の

研修課題解決に向けての動きが期待される。
〇 コアスライドの活用により、研修の標準化と効率化が期待される。


